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1　はじめに
本稿は、連結範囲に含まれない企業、すなわち非連結企業の会計と開示の現
状および課題を明らかにすることを目的とする。
非連結企業という用語は、必ずしも一般的に用いられているわけではない
が（1）、連結範囲に含まれない一定の企業について、連結会計上、特定の会計
処理を行った上で、開示項目を拡充する、という動きが国際的に加速している。
かかる動向を踏まえ、本稿では、非連結企業とは、連結企業（親会社および子
会社）が相当の議決権を所有しているなど一定の影響力や責任を有しているも
のの、連結範囲に含まれない被投資企業を指すこととし、それらの会計と開示
の現状および課題を識別する。
連結財務諸表は、支配従属関係にある親会社・子会社を単一の組織体とみな
し、企業グループ全体の財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローを総合
的に報告するものである。
連結会計は、企業グループの内と外との境界に線を引き、その線の内側にあ
る子会社をいかに連結するかという点を中心に発展してきたが、それと並行し
て、線の外側に位置する、一定の非連結企業をいかに取り扱うかについても長
年にわたって検討されてきたのである。また、近年、戦略的な事業提携の締結
をはじめ、企業間協力・協業関係が活発化していたり、あるいは、複雑なファ
イナンス・スキームが開発されたことに伴い、非連結企業の中には、企業グルー
プの財務報告上、看過できないものがある、との認識が広がっている。事実、
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非連結企業の会計と開示をめぐる問題は連結会計基準の検討において重要な論
点として扱われており、連結会計情報のあり方を検討する際には注視すべき論
点となっている。
以上のことを念頭に置いて、本稿では、非連結企業の会計と開示に関する制
度を跡づけ、その現状と課題を明らかにする。まず、第 2節では、非連結企業
の会計について考察する。第 3 節では非連結企業の開示について考察する。最
後に、第 4 節では、以上の考察を踏まえ、非連結企業の会計と開示の現状およ
び課題について言及する。
2　非連結企業の会計
2-1　非連結企業の会計の成立
今日、日本、アメリカおよび IFRS（International Financial Reporting 
Standards: 国際財務報告基準）等の連結会計基準では、子会社の個別財務諸
表を連結する一方、そこに含まれない一定の非連結企業には、連結財務諸表上、
持分法を適用することとなっている。
このように子会社を連結する一方、一定の非連結企業には持分法を適用する
という連結会計の枠組みは、1970 年代はじめ、アメリカを中心に確立された
ものである。ここでは、非連結企業の会計の特質を理解するため、まずかかる
枠組みが成立した経緯について、アメリカにおける状況をもとに確認しておこ
う（2）。
アメリカでは、19 世紀末から 20 世紀はじめにかけて、鉄道、鉄鋼業等にお
いて持株会社を頂点とする企業グループが形成されたことを受け、持株会社（親
会社）の財務諸表に、傘下の子会社の業績をいかに統合するかが課題となった。
持株会社の資産は、大部分、子会社株式によって占められているため、子会社
の業績が良好かどうかこそが持株会社の業績を表す。ところが、子会社株式を
原価法で評価する限り、子会社の業績の良し悪しは、受取配当金を除き、持株
会社の財務諸表には表れない。
主な改善案が二つあった。第一案は持株会社（親会社）と子会社の財務諸表
を連結し、新たに企業グループの連結財務諸表を作成するというものである。
第二案は、持株会社の財務諸表上、子会社株式を持分法によって評価し、子会
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社の利益（損失）の持分相当額を計上するという案である。連結と持分法は、
子会社の業績を持株会社の財務諸表に統合するための選択肢として、競合して
いたのである。
企業グループの連結財務諸表を作成すれば、子会社の資産、負債、収益およ
び費用等も含めて合算表示されるのに対して、持株会社の財務諸表上、子会社
株式に持分法を適用するのでは、子会社の利益（損失）の持分相当額しか表示
されない。後者より、前者の方が財務諸表利用者にとって情報量がずっと豊富
であるため、この議論は早々に前者に軍配が上がり、アメリカでは連結財務諸
表の作成・公表の実務が一般化していく。こうして連結財務諸表は財務報告の
主役の座に躍り出るのに対して、持分法は議論の対象から外れていくのである。
連結財務諸表の作成・公表の一般化と並行して、アメリカの企業グループは
規模および事業の範囲とも拡大の一途を辿る。第二次世界大戦後には、第三
次企業結合の時代に入り（3）、アメリカの大規模企業は事業多角化を図るため、
異業種企業を買収・合併し、「コングロマリット」に成長していく。グループ
傘下には異業種子会社や在外子会社、さらに旺盛な買収・合併活動の結果とし
て、持株が過半数に及ばない、比較的独立性の高い被投資企業等を擁すること
となった。
一 方、1930 年 代 以 降、AICPA（American Institute of Certified Public 
Accountants: アメリカ公認会計士協会）を中心に、会計プロフェッションに
よる会計基準の設定が徐々に進展し、1950 年代末以降、連結財務諸表に関す
る会計基準の設定が本格的に進展していく。
AICPAのCAP（Committee on Accounting Procedures: 会計手続委員会）は、
1959 年に、ARB（Accounting Research Bulletin: 会計研究公報）第 51 号「連
結財務諸表」（AICPA, 1959）を公表する。ARB 第 51 号では、連結範囲につ
いて過半数持株基準を採用し、在外子会社や他のグループ企業と著しく業種の
異なる子会社等の連結除外を認めていた。ところが、第三次企業結合の結果と
して、企業グループは、異業種子会社、在外子会社、および、持株が過半数に
及ばない被投資企業等、すでに多様な形態の企業を傘下に擁していたことから、
かかる連結範囲の画定基準では企業グループの実態を十分に反映できない面が
あったのである。
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ここに持分法には、新たな役割、すなわち「連結を補完する役割」が与えら
れる。異業種子会社および在外子会社等の非連結子会社、および、持株が過半
数に及ばない被投資企業等への投資を持分法で評価することにより、連結範囲
に含まれないとしても、それらの利益（損失）だけは連結財務諸表に反映する
という枠組みが固まっていくのである。
まず、ARB 第 51 号では、非連結子会社の会計処理について、原価法と持分
法との選択適用を認めるが、CAP は持分法の適用を推奨する（AICPA, 1959, 
para. 19）。続いて、1966 年、APB（Accounting Principles Board: 会計原則
審議会）意見書第 10 号「各種意見書」では、国内の非連結子会社について持
分法の適用が強制される（APB, 1966, para. 3）。最終的に、1971 年、APB 意
見書第 18 号「普通株式投資の会計に対する持分法の適用」では、在外の非連
結子会社、会社形態の JV（joint venture: ジョイントベンチャー）（4）、および、
議決権を 20％以上所有し、かつ、財務および営業方針に重要な影響を与える
ことができる企業に対して、持分法の適用が強制されるのである（APB, 1971, 
paras. 14, 16-17）。
かつて持分法は、子会社投資の会計処理方法の一つとして連結と競合する関
係にあったが、以上のとおり、連結会計基準が整備されていく中で、むしろ財
務報告の主役としての連結財務諸表を補完する役割を負うこととなった。それ
に応じて、持分法による会計処理も、連結を補完する役割を果たすに適した方
法に修正されている。
もともと持分法は被投資企業の利益（損失）に対する持分相当額を、投資企
業の財務諸表に計上するだけであったが、ARB 第 51 号において、かかる手続
に加えて、投資差額の償却や未実現利益の消去等の連結手続も行うこととなっ
た（AICPA, 1959, paras. 19-20）。それ以来、持分法といえば、「連結手続を行
う持分法」を指すのが当たり前になっている。
連結は全部連結（full consolidation）、一方、（連結手続を行う）持分法は一
行連結（one-line consolidation）と称される。連結は、被投資企業の資産、負債、
収益および費用等を科目ごとにすべて合算するのに対して、持分法は持分割合
に応じ利益（損失）を一行だけで合算するという点で異なっているが、双方と
も投資差額の償却や未実現利益の消去等を行うため、連結利益（損失）に及ぼ
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す効果は連結も持分法も原則として変わらない。したがって、全部連結は「総
額主義的連結法」、一行連結としての持分法は「純額主義的連結法」と表現す
ることができる（野村、1976、pp. 82-83）。
前述のとおり、アメリカでは、企業グループの傘下に、過半数所有の子会社
以外に、多様な形態の被投資企業を擁すようになっており、親会社の支配下に
あると明確に認識される子会社に全部連結を適用するだけでは、企業グループ
の実態を十分に反映できない面があった。かかる状況への対応として、連結会
計は支配下の子会社に全部連結を適用することを基調としつつも、一定の非連
結企業には持分法を適用し、それらの損益を一行（純額）で含めることにより
補完する、という枠組みを構築したのである。
2-2　非連結企業の会計の再編成
以上の枠組みは、日本を含め国際的に受け入れられていく。現在、日本の連
結会計基準（5）では、子会社に全部連結を適用する一方、関連会社には持分法
を適用することになっているが、これは基本的にかかる枠組みを踏襲したもの
である。
ただし、非連結企業のうち、とくに JV と呼ばれる被投資企業については当
初より国際的に検討対象となり、連結会計の再編成を促す問題として扱われて
きた。
JV とは、事業提携の下、複数の企業によって設立・運営される共同出資企
業のことである。たとえば、A 社と B 社が 50% ずつ出資し、共同研究開発、
共同生産等の共同事業を行うケースがしばしば見受けられる。
かかる JV には、多額の負債が調達されていることも多いが、持分法では負
債が連結されず、A 社、B 社の連結財務諸表上、負債がオフバランスになるた
め、ROA（総資本利益率）は過大に、負債比率は過小に計算されるなど、リ
ターンおよびリスク指標が実態よりも良好に映る。経営者は、かかる効果を十
分に意識し、負債のオフバランス化を図るため JV を活用しているといわれ
ている（6）。財務諸表利用者の立場では、JV が持分法適用企業に含まれること
は、リターンおよびリスクを適切に評価できないこととなるため、検討される
に至ったのである。
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JV は、一般的に、共同支配契約に基づいて運営され、上記 A 社、B 社のい
ずれも単独では支配していないことが多いため、A 社、B 社は JV の資産、負債、
収益および費用等を持分に比例して支配していると見なし、JV には比例連結
を適用する、という案が提案された（Reklau, 1977; Dieter and Wyatt, 1978; 
Peyvandi, 1980）（7）。比例連結を行えば、JV の利益（損失）だけでなく、資産、
負債、収益および費用等も、持分割合に応じて、A 社および B 社の連結財務
諸表に計上される。
以 上 の 議 論 を 踏 ま え て、1990 年、IASC（International Accounting 
Standards Committee: 国際会計基準委員会）は、IAS 第 31 号「JV に対する
持分の財務報告」（IASC, 1990）を公表した。IAS 第 31 号では、共同支配契
約に従い共同支配されている企業を共同支配企業（joint controlled entity）と
定義した上で（IASC, 1990, para.3）、当該共同支配企業には比例連結を適用す
べきことを推奨した（8）。
IAS 第 31 号によって、IAS は、連結会計における支配概念を「単独支配」と「共
同支配」と二分し、各支配形態に応じて全部連結と比例連結を適用する一方、
重要な影響を与えることができる関連会社には持分法を適用するという新しい
連結会計の体系を提示したのである。
［図表 1］IAS 第 31 号（1990 年）に基づく連結会計の枠組み
支配、影響力の程度 連結会計上の事業体名 会計処理方法
・単独支配（支配従属関係） 子会社 全部連結
・共同支配 共同支配企業 比例連結
・重要な影響 関連会社 持分法
2-3　非連結企業の会計の現状
以上の経緯を踏まえて、ここでは非連結企業の会計の現状を見ていく。現在、
IFRS を中心として国際的コンバージェンスが進められているため、ここでは
日本および IFRS における現状を見ることにする。
まず、日本では、子会社に全部連結を適用する一方、関連会社には持分法を
適用することとなっている。ここで子会社の範囲は支配力基準に基づいて行わ
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れ、連結制度改革前（1999 年以前）に比べると、支配が及んでいる範囲を精
緻に画定できるようになっている。一方、関連会社については、議決権の 20%
以上を所有し、かつ、財務および営業または事業の方針に対して重要な影響を
与えることができる企業を基本としているが、議決権の 15% 以上 20% 未満を
所有する企業についても、重要な影響を与えている一定の事実があれば、関連
会社に含めることができる。
日本の場合、共同支配等、共同支配企業に関する概念や会計処理は規定され
ておらず、上記共同支配企業の形態は関連会社に該当するか否かによって会計
処理方法が決められる（9）。すなわち、関連会社に該当する場合には、連結財
務諸表上、持分法が適用されるが、該当しなければ原価法が適用される。
続いて、IFRS の規定を見る。IASB（International Accounting Standards 
Board: 国際会計基準審議会）は、2011 年に、IAS 第 28 号「関連会社および
共同支配企業に対する投資」（IASB, 2011c）、および、IFRS 第 11 号「共同支
配の取り決め」（IASB, 2011a）を公表し、上記 IAS 第 31 号における枠組みに
修正を加えている。
まず、単独支配が成立している企業には全部連結を、重要な影響を与えるこ
とができる関連会社には持分法を適用するという点は以前と変わらず、修正さ
れたのは共同支配に関する部分である。すなわち、共同支配が成立していると
しても、①資産に対する権利、負債に対する義務を個別に有しているときには
共同支配事業（joint operation）と呼ぶのに対して、②資産に対する権利、負
債に対する義務を個別に特定することができず、純資産に対する権利を有して
いるときには共同支配企業（joint venture）と呼ぶ。①共同支配事業の場合に
は、資産に対する権利や負債に対する義務に応じて、資産および負債を切り分
けて合算するのに対して、②共同支配企業の場合には持分法によって会計処理
を行うことが要求されている。
IAS 第 31 号では、共同支配が成立している企業については、一律に、比例
連結の適用を推奨していたが、資産に対する権利や負債に対する義務を持分割
合に応じて有しているわけではないため、持分割合に応じて比例して連結を
行うのは不適切であるとの理由を指摘し、上記①および②の実態に適した会
計処理方法を、各々、指示したと説明している（IASB, 2011a, paras. BC10-
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BC11）。石油・ガスといった天然資源に対する権益や債務では①に該当するこ
ともあるであろうが、一般的な事業提携の下で設立・運営される JV の場合は
②に該当すると考えられる。
したがって、IFRS の規定では、関連会社および共同支配企業等、日本の連
結会計基準以上に、広範囲の非連結企業に対して持分法を適用するという傾向
が顕著になっているといえる。
［図表 2］連結会計の枠組みの現状
①日本
支配、影響力の程度 連結会計上の事業体名 会計処理方法
・（単独）支配（支配従属関係） 子会社 全部連結
・重要な影響 関連会社 持分法
② IFRS
支配、影響力の程度 連結会計上の事業体名 会計処理方法
・単独支配（支配従属関係） 子会社 全部連結
・共同支配
① 資産に対する権利、負
債に対する義務を個別
に有しているとき
共同支配事業
権利、義務に従って、
資産、負債等を認識
する
② 純資産に対する権利を
有しているとき 共同支配企業 持分法
・重要な影響 関連会社 持分法
2-4　非連結企業の会計の特質
以上のとおり、IFRS の連結会計基準では、関連会社および共同支配企業等
の非連結企業に、広く、持分法を適用するという傾向が顕著になっている。つ
まり、大括りに捉えると、支配力基準に基づいて子会社の範囲を画定し、全部
連結を適用する一方、そこに含まれない、非連結企業について、広く、持分法
を適用するという方向性にある。
子会社の範囲画定は、支配が成立していると証拠づけられる企業のみが含ま
れるため、全部連結の適用企業は理論的にも明確であり、被支配企業以外は連
結範囲には含まれない。
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一方、歴史的経緯から、持分法には「連結を補完する役割」が期待されてい
るが、戦略的な事業提携の締結をはじめ、企業間協力・協業関係が活発化して
いたり、あるいは、複雑なファイナンス・スキームが開発されたことに伴い、
持分法適用企業には、一層、いろいろな被投資企業が雑多に含まれる傾向が強
くなっている。
たとえば、持分法適用企業には、一定の議決権を所有することにより、各種
の意思決定に重要な影響を与えている企業のみならず、共同支配企業、および、
（連結対象外の）SPC（special purpose company : 特別目的会社）等も含まれ
る。持分法適用企業には、それこそ連結企業が及ぼすことができる力も異なる、
いろいろな性格をもった企業群が雑多に含まれるのである。
持分法は、以上の雑多な企業群の業績を一行で集約する、「純額主義的連結法」
である。持分法適用企業にいろいろな企業群が含まれているほど、財務諸表利
用者にとって、その内容を分析・理解するのは難しくなってくる。しかし、多
様な性格をもった企業群ごとに、各々、持分法に代わる適切な会計処理方法を
求めていくことは非常に困難なことである。したがって、現在、単独支配が成
立している以外の非連結企業への投資は、広く、持分法によって捕捉するとい
う方針をとっているのは一つの現実的な対応といえよう。
財務諸表利用者は、以上の非連結企業の会計をどのように理解するのか。こ
の点について、IFRS は非連結企業に関する開示項目の拡充を図り、財務諸表
利用者が当該補足開示を通じて非連結企業の財政状態および経営成績を適切に
分析・理解できるようにする、という方向性を強めている。
　次節では、非連結企業の開示について考察する。
3　非連結企業の開示
3-1　アメリカおよび日本
前述のとおり、アメリカでは、1971 年に APB 意見書第 18 号が公表され、
一定の非連結企業に対して、一行連結としての持分法を適用するという枠組み
が固まった。
その際、同意見書では、持分法適用企業に関する補足開示を要求していた
（para. 20）。すなわち、持分法適用企業の財政状態および経営成績が投資企業
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にとって重要である場合には、各持分法適用企業別に、あるいは、合計して、
資産、負債および経営成績に関する要約財務情報を開示することを要求した
のである。本規定に従い、アメリカでは、持分法適用企業に関する補足開示
が以前より行われており、日本企業のうち、SEC（Securities and Exchange 
Commission: 証券取引委員会）基準適用企業についてはかかる開示を行って
いた。
一方、日本では、持分法適用企業に関する開示は、1973 年 3 月期より、連
結財務諸表が制度化されて以来、要求されてこなかったが、2006 年、ASBJ
（Accounting Standards Board in Japan: 企業会計基準委員会）は、企業会計
基準第 11 号「関連当事者の開示に関する会計基準」および同適用指針第 13 号
「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」を公表し、関連会社を関連
当事者として位置づけ、要約財務情報の開示が求められるようになった（10）（企
業会計基準第 11 号、第 11 項）。当該開示は、投資企業にとって特定の関連会
社が一定程度の重要性をもつ場合に（11）、貸借対照表項目（流動資産合計、固
定資産合計、流動負債合計、固定負債合計および純資産合計）ならびに損益計
算書項目（売上高、税引前当期純損益、当期純損益）について、各関連会社
別、あるいは、合計して開示することを要求している（企業会計基準適用指針
第 13 号、第 11 項）。
これらの規定を見る限り、上記アメリカと同様の開示が求められている。日
本では、本基準以前、持分法適用企業に関する補足開示は求められず、自発的
開示に委ねられていたため、財務諸表利用者にとっては貴重な情報源となる。
3-2　IFRS
IASB は、2011 年、IFRS 第 12 号「他の企業への関与の開示」（IASB, 
2011b）を公表した。連結会計に関する開示は、これまで子会社および関連会
社等、各企業別に規定されてきたが、同基準では、他の企業に関与する場合の
開示を網羅的に取り扱うこととなった。ここで、他の企業とは、子会社、共同
支配の取り決め、関連会社および連結対象外の組成された企業のことを指して
いる。
本稿は、非連結企業に関する開示に注目しているため、子会社以外の開示規
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定について見ていく。
共同支配の取り決め（共同事業および共同支配企業）および関連会社につい
ては、それらが連結企業にとって重要な場合には、それらの名称、要約財務情
報、現金配当能力および返済能力、ならびに、偶発債務等を開示することを要
求している（paras. 21-22）。これらのうち、要約財務情報には、流動資産、非
流動資産、流動負債、非流動負債、収益、継続事業からの純損益、非継続事業
からの税引後の純損益、その他の包括利益、包括利益合計等を含む必要がある
（para. B12）。重要な共同支配企業については、当該要約情報に加えて、現金
および現金同等物、流動金融負債、非流動金融負債、償却額、金利収益、金利
費用、法人所得税費用または収益等を開示する必要がある。また、各企業ごと
に開示するか、合計して示すかなど、集約の程度は各企業の重要度等を考慮し
て決めることとし、画一的な基準は示されていない（para. B2）。
一方、組成された企業とはいわゆる SPC のことであり、連結対象にならな
いケースの開示を規定しているのである。すなわち、連結対象外の組成された
企業への関与の内容や程度、および、リスクの内容や変動に関する理解や評価
（para. 24）、ならびに、同企業からの収益およびリスク等の開示を要求してい
る（para. 26-31）。
以上のとおり、IFRS では、一定の非連結企業について、アメリカや日本の
連結会計基準と比較すると、非常に詳細な開示を要求しており、非連結企業の
開示について大幅な拡充を図っていることは明らかである。
連結財務諸表上の会計処理については、一定の非連結企業について、広く、
持分法を適用するということになっているが、持分法適用企業に関して連結財
務諸表本体から把握できる情報は一行連結だけに非常に限られている。このた
め、以上のとおり、持分法による利益（損失）の内訳情報として、持分法適用
企業に関する開示項目を拡充することによって、持分法適用企業全般の財政状
態および経営成績等の理解を図るという制度設計が行われているといえよう。
4　おわりに
本稿では、連結範囲に含まれない被投資企業、すなわち非連結企業の会計と
開示に関する制度展開を跡づけ、その現状と課題について考察してきた。
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まず、非連結企業の会計は、その範囲が拡大している。連結会計では、親会
社の支配が成立している子会社に全部連結を適用する一方、そこに含まれない、
一定の非連結企業には持分法を適用する。持分法には、もともと「連結を補完
する役割」が期待されており、連結範囲に含まれないものの、連結企業が関与
する一定の被投資企業の利益（損失）の持分相当額を一行（純額）で合算する。
このため、持分法は一行連結とも呼ばれるのである。
今日、戦略的な事業提携の締結をはじめ、企業間協力・協業関係が活発化し
ていたり、あるいは、複雑なファイナンス・スキームが開発されたことに伴
い、持分法適用企業には多様な形態の被投資企業が含まれる傾向が強くなって
いる。たとえば、一定の議決権を所有することにより、各種の意思決定に重要
な影響を与えている企業のみならず、共同支配企業、および、（連結対象外の）
SPC 等も持分法適用企業は含まれる。持分法適用企業には、それこそ連結企
業が及ぼすことができる力も異なる、いろいろな性格をもった企業群が雑多に
含まれているのである。しかも、持分法では、かかる企業群の利益（損失）の
持分相当額を一行で表示するに過ぎず、連結財務諸表本体に表示される項目は
非常に限られている。
したがって、財務諸表利用者は、連結財務諸表本体の情報を通じて、持分法
適用企業の収益性およびデフォルト・リスク等を評価するのは非常に難しいと
いえよう。財務諸表利用者が、持分法適用企業の収益性やデフォルト・リスク
等を評価するためには、補足情報の開示が重要になってくる。
日本では、連結財務諸表制度化以来、持分法適用企業に関する開示は行われ
てこなかったが、2008 年 3 月以降、一定程度の開示が行われるようになって
いる。加えて、IASB は、2011 年に、IFRS 第 12 号「他の企業への関与の開示」
を公表し、持分法適用企業について、従来にはない、詳細な開示が求められて
いる。本基準はまだ適用されていないため、その有用性等を評価することはで
きないが、企業が、非連結企業に関する開示を拡充する契機になっていくこと
は間違いないと考えられる。
現代の企業グループは、支配従属関係で結びつけられた親会社と子会社のみ
ならず、他社との協力・協業関係等、多様な企業間関係を構築しているが、会
計処理の上では、それらのほとんどに一行連結としての持分法を適用した上で、
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それらの内訳、すなわち持分法適用企業の財政状態および経営成績については
補足開示を通じて報告するという方向性が加速している。このような状況下、
とくに持分法適用企業の重要性が高い企業にあっては、持分法適用企業に関す
る開示に積極的に取り組むことが期待されている。
［注］
（1）   ただし、FASB（Financial Accounting Standards Board: アメリカ財
務会計基準審議会）は、以前、非連結企業（unconsolidated entity）プロジェ
クトを設置しており、そこでは関連会社や JV（joint venture: ジョイント
ベンチャー）をはじめ、持分法適用企業の会計処理について再検討してい
た。したがって、非連結企業という用語は、具体的に関連会社および JV
等を指すことが多い。ただし、FASB は本プロジェクトを、2004 年 5 月
をもって取りやめている（http://www.fasb.org/unconsolidated_entities.
shtml、2012 年 1 月 30 日閲覧）。
（2）  アメリカにおける連結会計史について、詳しくは、Walker （1978）、高
須（1996）、山地（2000）および小栗（2002）等を参照のこと。
（3）  第一次企業結合は 1880 年から 1904 年にかけて独占的支配を目的とし
た「水平的統合」として行われ、第二次企業結合は 1920 年代において素
材提供企業等との結合を目的とした「垂直的統合」として行われた。そ
れに対して、第三次企業結合は異なる産業との結合が目的であって、第
二次世界大戦より今日まで続いているといわれる（Haried, Imdieke, and 
Smith, 1994）。
（4）　 JV という用語は、共同事業の遂行を目的に、数社によって設立・運営
される共同出資企業のことを一般的に指す。また、合弁企業と呼ばれる
こともある。ただし、近年の企業結合あるいは連結会計基準では、JV と
いう用語に、いずれの企業も支配しておらず、共同で支配されている企
業という意味で用いている。たとえば、日本の企業会計基準第 21 号「企
業結合に関する会計基準」では、「『共同支配企業』とは、複数の独立し
た企業により共同で支配される企業をいい、『共同支配企業の形成』とは、
複数の独立した企業が契約等に基づき、当該共同支配企業を形成する企
業結合をいう」（第 11 項）と定義されている。
　　　以上を踏まえて、本稿では、特定の会計基準において「複数の独立し
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た企業により共同で支配される企業」として規定されているものを指す
ときには「共同支配企業」という用語を、それ以外の文脈では「JV」と
いう用語を用いることとする。
（5）  企業会計基準第 16 号「持分法に関する会計基準」、企業会計基準第 22
号「連結財務諸表に関する会計基準」。
（6）   この点について、詳しくは、田中（1991）を参照のこと。
（7）   比例連結は、被投資企業の資産、負債、収益および費用等を持分割合
に応じて、科目ごとに合算する方法である。その場合、全部連結と比例
連結の科目が合算される。Dieter and Wyatt （1978）は、親会社による
単独の支配が成立している子会社と、共同で支配している JV とでは性格
が異なるとして、比例連結の項目を、区分けして表示することを主張し、
かかる表示方法を拡張持分法と名づけている。
（8）　 IAS 第 31 号では、JV への投資について比例連結を標準処理とし、持
分法を認められる代替処理とし、前者の適用を推奨した。なお、比例連
結については、全部連結と比例連結の科目を合算表示する方法、および、
比例連結の項目を区分けして表示する方法の選択適用を認めた。後者は、
Dieter and Wyatt （1978）が拡張持分法と称した表示方法である。
（9）　 日本では、「連結財務諸表原則」の改訂（1997 年）において、共同支配
企業の連結問題がとりあげられたが、「混然一体となっている合弁会社の
資産、負債等を一律に持分比率で按分して連結財務諸表に計上すること
は不適切であるとの指摘がなされている等を考慮して、比例連結は導入
せず、現行の取扱いを踏襲する」（企業会計審議会、1997）として対応を
見送った経緯がある。
（10）　本規定を導入するに当たって、賛否両論があったことが明らかにされ
ている（企業会計基準第 11 号、第 39 項）。すなわち、「連結財務諸表上、
重要な関連会社への投資については、持分法で開示されており、現行の
開示の枠組みの下では、これらの情報に関する追加開示を求めることは
必ずしも適切ではないという意見があった。その一方、重要な関連会社
の業績が悪化した場合には、その企業集団の財政状態や経営成績に多大
な影響を及ぼす可能性があり、そうした関連会社の財務情報の開示が必
要であるとする意見があった。また、共同支配企業に関しては、その形
成の際に移転した資産及び負債が当該共同支配投資企業の連結財務諸表
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には表示されなくなることから、財務情報の開示が必要であるという意
見もある」とされ、このため、「国際的な会計基準の開示も参考にして、
重要な関連会社については、要約財務情報の開示を求めることとした」
という。
（11）　次の場合には開示が必要である（企業会計基準適用指針第 13 号、第 19
項）。
　①各関連会社の総資産（持分相当額）が、会社総資産の 10% を超える場合
　②各関連会社の税引前等当期純損益（持分相当額）が、会社の税引前等当
期純損益の 10% を超える場合
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The purpose of this paper is to clarify the current situation and issues of 
the accounting and disclosure of unconsolidated entities. 
The term “unconsolidated entity” is not commonly used, but there is a 
growing trend that special accounting processes are conducted for some 
firms other than consolidated ones in consolidated accounting and their 
items are disclosed. Considering this trend, this paper assumes that 
unconsolidated entities have some influences and responsibilities, for 
example, because their parent companies or subsidiaries have voting rights, 
but they are not included in the scope of consolidation. Then, the current 
situation and issues of their accounting and disclosure are identified. 
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